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1 東北3県沿岸部「被害甚大地域」5000社（2020.03）
• 発災から9年時点で「事業継続」している企業：3,295社（65.8％）
継続率：2013.3をピークに、’15.2, ’16.2とも微減（72.8→72.4→71.9％）

• 「休廃業」している企業は1,709社（34.2％）
• 福島県：2013.3比で微増（’16.3）後、微減。再開率 35.5→39.6→38.7％
• 事業継続企業の内、震災前の2009年度と比べ、2018年度の売上高
が上回った企業は1,733社（52.7％）で過半。「横ばい」（193社、5.9％）と
合わせて、全体の約6割の企業が震災前の売上水準を回復。

帝国ＤＢ（2020.03.06）「東北3県・沿岸部「被害甚大地域」5000社の追跡調査」
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4 中小企業等グループの機能要件（福島県公募要領）

福島県（2017.04a）「福島県中⼩企業等グループ施設等復旧整備補
助事業復興事業計画認定公募要領：第31次公募（一般枠：津波浸水
地域・警戒区域等⾒直し地域（移転再開）向け）」

福島県（2017.04ｂ）「福島県中⼩企業等グループ施設等復旧整備補
助事業復興事業計画認定公募要領：第32次公募（特別枠：警戒区域
等⾒直し地域等（帰還再開）向け）」

①サプライチェーン型
グループの復旧・復興がサプライチェーンにおいて重要な役割を果
たしていること

②経済・雇用効果大型
事業規模や雇用規模が大きく、県内の経済・雇用への貢献度が高
いこと

③基幹産業型
一定の地域内において経済的・社会的に基幹となる産業群を担う集
団であり、当該地域の復興・雇用維持に不可⽋であること

④商店街型
地域住⺠の⽣活利便や消費者の買い物の際の利便を向上させ、地
域の⼈々の交流を促進する社会的機能を有する者であること

⑤コミュニティ再⽣型
住⺠が帰還するに当たり、住⺠の⽣活に不可⽋な⽣活環境の整備
や、地域に密着した雇用機会の提供に不可⽋であること
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グループ補助⾦の制度設計

私企業の復旧・復興（資産形成）に税⾦を投⼊するのは…
業界・産業連関・グループ・地域コミュニティ・サプライチェーン
外部性（グループ内、グループ外）
存在価値・社会性

6 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律
第14条 国は、都道府県が、（→国が2/4、都道府県が1/4、組合が1/4）

 激甚災害を受けた事業協同組合*、事業協同⼩組合若しくは協同組合
連合会、協業組合**又は商工組合***若しくは商工組合連合会の

 倉庫、⽣産施設、加工施設その他共同施設であって政令で定めるもの
の災害復旧事業に要する経費につき

 四分の三を下らない率により補助する場合には、当該都道府県に対
し、予算の範囲内において、当該補助に要する経費（都道府県が四分
の三をこえる率による補助をする場合には、そのこえる部分の補助に
要する経費を除いた経費）の三分の二を補助することができる。

∗ 中⼩企業者が互いに協⼒し、相互扶助の精神に基づいて協同で事業を⾏い、経営
の近代化・合理化と経済的地位の向上・改善を図るための組合

∗ 中⼩企業者が従来から営んでいた事業を統合し、事業規模の適正化、技術水準の
向上、設備・経営の近代化・合理化を図り、⽣産・販売能⼒の向上等を図る組合

∗ 業界全体の改善と発展を図ることを主目的とする同業者組合で、業界を代表する
同業組合的性格をもち、組合の地区（原則として1以上の都道府県）や地区内同業
者の2分の1以上が組合員となる等の設⽴の条件がある

7 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律
国は  区域： 激甚災害を受けた政令で定める区域において

** の被害が著しい政令で定める都道府県が
 施⾏者：** 組合その他政令で定める者が施⾏する
 事業費：政令で定める ** 事業の事業費（経費）につき、
 補助率：都道府県が ** を下らない率による補助をする

場合には、
 国負担：予算の範囲内において、当該都道府県に対し、

その補助に要する経費の** を補助することができる
第09条 森林組合、林業用施設に係る堆積土砂の排除事業 2/3 全部
第10条 土地改良区又は土地改良区連合 湛水の排除事業 9/10 全部
第11条 漁業協同組合 共同利用⼩型漁船建造費 2/3 1/2補助

（昭和37年法律第150号）
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岡本・藤沢・⻘柳（2016） 『東日本大震災 復
興が日本を変える：⾏政・企業・NPOの未来
のかたち』

第1章 変化する⾏政
第1講 試された政府の能⼒
第2講 初めての取り組み
第3講 哲学の転換

第2章 公共を支える企業
第1講 企業は復興をいかに支えてきたか
第2講 企業と社会貢献

河北新報（2017.02.12）

9 グループ補助⾦の制度設計 朝日新聞（2014.03.20）朝刊

10 「創造的復興論」批判 →被害推計は過大
原田泰（2012.03） 『震災復興 欺瞞の構図』

序論 ⼈を助ける復興策とは
第１章 大増税の口実に使われる大震災
第２章 過去の震災復旧対策の浪費ぶり
第３章 政府や県が無駄遣いに積極的な理由
第４章 最も安上がりで効果的な復興策
第５章 過去の大震災に学ぶ
第６章 原発事故の教訓
終わりに

→復興事業の費用対効果→効率化・迅速化
市場の配分機能を信頼せよ by 経済学者

→高台移転／災害公営住宅は高価すぎる
→脱・公助依存→現物給付から現⾦（バウチャー）給付へ

11 ＮＨＫ東北ココから（2019.06.21）
震災補助⾦：被災企業再⽣に何が必要か

補助⾦は無利⼦で5年間の⽀払い猶予が設けられたが期限を迎え、その（自己負担分）返
済が始まった。返済に苦しむ企業が続出し、なかには倒産する会社も出ている。石巻の水産
加⼯会社は原材料の⾼騰や販路を失い返済のめどがたっていない。一方、熊本地震や⻄
日本豪⾬では補助⾦を上⼿に活用したことで震災前より⽣産性をあげた企業も出ている。

復旧・事業計画、返済計画：適正規模とは？
 経営者側：事業環境の⾒込（原料⾼騰、⼈⼿不⾜、販路喪失・開拓不⾜）、製品開

発・マーケティング、休業・廃業・倒産（調査対象からの脱落等によるselection bias）
 補助側：国の制度設計、道県の審査体制、フォローアップ（採択/非採択/辞退企業）

⺠営・水産⾷料品製造業事業所数
2009.7 2012.2 2016.6（経済センサス）

⻘森県 191 189 181
岩⼿県 218 124 183
宮城県 595 279 421
福島県 133 70 81

計 1,137 662 866

https://www4.nhk.or.jp/P4798/#past-onair
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グループ補助⾦の導⼊期・拡大期、政権交代

選択と集中（構造改革） vs 復興加速化・地域再⽣（中⼩企業支援）
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3次公募（2011.12.27）

財源・補助対象
県選定ルール
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東京新聞（2012.10.07）「復興予算届かない 被災地中⼩の申請 ６割
却下」（2012.08 5次申請分）

国の2011年度当初予算
255億円計上

2012年度は1900億円
規模に

2012.12.16
第46回衆議院議員総選挙
自⺠党の政権復帰

復興の加速化

グループ補助⾦の申請・採択/却下
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第４６回衆議院選挙
2012.12.16

17 グループ補助⾦の政治環境 朝日新聞（2013.05.29）宮城県

18

2013年度
予算編成

ばらまき非効率?
事業間調整

グループ補助⾦
と まちづくり

（復興交付⾦）
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⻘森県（208件）、岩手県（1,436件）、宮城県（4,058件）、福島県（3,918件）の実績を集計
出所：東北経済産業局（2017.02.14）「東北地域における産業復興の現状と今後の取組」、21頁

図１.グループ補助⾦の執⾏状況
（2016.12末時点・国18次公募まで）



20 資材⾼騰対応（2014.07.31）・新分野需要開拓（2015.4.30） 21
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出所：中⼩企業庁・東日本大震災関連情報
http://www.chusho.meti.go.jp/earthquake2011/index.html

22 宮城県1次採択事業（2011.08.05） 大規模製造業
グループ（以下、Ｇ）名 グループ代表者・構成員数 所在地 業種

アルプス電気Ｇ アルプス電気㈱ 等１１者 大崎市 製造業(電子部品等製造)
臨空工業団地自動⾞部品供給Ｇ ㈱ウチダ 等 ２者 岩沼市 製造業(⾦属プレス加工等)
共和アルミニウム工業Ｇ 共和アルミ工業㈱等 ２者 岩沼市 製造業(⾦属表⾯処理等)
スマフォ用中小型 displayガラス基
板・touch panel用ガラス基板供給Ｇ

㈱倉元製作所 等３者 栗原市 製造業(ガラス基板加工等)

ダイカスト⼭元地域復興 岩機ダイカスト工業㈱ 等４者 ⼭元町 製造業(ダイカスト製品等製造)
東京エレクトロン宮城サプライ
チェーンＧ

キョーユー㈱ 等 ４者 美⾥町 製造業(⾦属加工等)

古川ＮＤＫ Ｇ 古川エヌ・デ－・ケ－㈱等 ２者 大崎市 製造業(水晶振動子等製造)
船舶建造・修繕に関する産業集積 ㈱ヤマニシ 等 １９者 石巻市 新造船・修理等
東洋刃物Ｇ 東洋刃物㈱ 等 ５者 仙台市 製造業(工業用機械刃物等製造)
岩沼臨空地域中核企業Ｇ ㈱岩沼精工 等 ９者 岩沼市 製造業(⾦属プレス加工等)
日本製紙石巻工場Ｇ 日本製紙㈱ 等 ３６者 石巻市 製造業(紙パルプ製造等)
気仙沼漁港機能再建対策委員会 ㈱⼩野寺鐵工所 等５８者 気仙沼市 新造船・修理等
⼥川魚市場買受⼈協同組合 同買受⼈協同組合（５８者） ⼥川町 水産加工業等
南三陸地区水産加工業復興Ｇ ㈱カネキ吉田商店等 １９者 南三陸 水産加工業等

23 宮城県7次採択事業（2013.3.18）中⼩サービス･建設業
グループ（以下、Ｇ）名 グループ代表者・構成員数 所在地 業種
気仙沼建設業雇用経済再⽣Ｇ ㈱髙橋工業 等９１者 気仙沼市 土木業、建設業等
気仙沼商業コミュニティ復興Ｇ ㈱千田商事 等３２０者 気仙沼市 ⼩売業、卸売業、飲食業等
南三陸⾥創建みらいＧ ㈱高野組 等５８者 南三陸町 建設業等
新石巻地区住環境復興Ｇ 津田建設㈱ 等３０者 石巻市 建築業等
牡⿅地区建設業再⽣・復興推進Ｇ ㈱吉野工業 等１５者 石巻市 土木業、建築業等
牡⿅の美しい地域資源を守るＧ ㈲東洋館商店 等３５者 石巻市 旅館業、飲食業等
石巻建設関連復興Ｇ 二ツ⼭建設㈱ 等１３５者 石巻市 土木業、建設業等
石巻⽣活コミュニティ復興Ｇ ㈲白光電機 等３４２者 石巻市 飲食業、⼩売業、卸売業等
石巻北部エリア被災者向け復興
住宅供給Ｇ

武⼭建築 等１５者 石巻市 建築業、コンクリート工事業等

加美友志会Ｇ ㈲原商店 等８者 加美町 葬祭業、⼩売業、サービス業等
大和町安心・安全・潤い街作りＧ ㈲中国料理四川 等９者 大和町 サービス 葬祭業 旅館 飲食業等
東松島市の明日をつくる建設業Ｇ ㈲千葉ハウジング 等３５者 東松島市 建築業、土木業等
東松島地域コミュニティＧ ㈲内康 等３３者 東松島市 ⼩売業、サービス業等
松島湾島巡り観光復興および観
光産業⼈材育成Ｇ

丸⼭観光㈱ 等７者 松島町 飲食業、旅館業等



24 宮城県7次採択事業＜続き＞（2013.03.18）
グループ（以下、Ｇ）名 グループ代表者・構成員数 所在地 業種

塩竈エリア⽣活環境整備Ｇ ㈱三善材木店 等１２者 塩釜市 建築、建具、木材販売
仙塩地区造船業Ｇ ㈲マリンメカニック 等7者 七ヶ浜町 船舶修理業等
七ヶ浜・多賀城 ⻑期優良住宅
で復興の会

伊丹建築工房 等７者 七ヶ浜町 土木業、建築業等

多賀城・七ヶ浜地域⽣活基盤支援Ｇ キクヤ靴店 等６９者 多賀城市 ⼩売業、飲食業、サービス業等
仙台東部地域住宅関連資材運送Ｇ ㈲八幡商運 等８者 仙台市 運送業等
東北ブロックグループ 東北プランテス㈱ 等１０者 仙台市 製造業、運送業等
自動⾞用バッテリ－ 流通サ－ビスＧ ミカド電機工業㈱ 等７者 仙台市 卸売業等
電気自動⾞普及推進Ｇ ㈱日産サティオ宮城 等６者 仙台市 自動⾞販売業、自動⾞整備業等
東北FL共栄会 岩手雪運株式会社 等７者 仙台市 運送業等
環境プラントエンジニアリング 株式会社フジコー 等７者 仙台市 建設業、製造業等
みやぎ葬祭会館復旧グループ 株式会社くさかや 等３１者 仙台市 葬祭業、⼩売業等
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グループ補助⾦の政策評価

政策目標（産業・企業規模、地域・被災度・地震/津波、事前事後）
合規性
効率性・有効性
公平性・衡平性（熊本地震、北部九州水害…）
持続可能性（南海トラフ地震…）

26 会計検査院「検査の観点」
https://www.jbaudit.go.jp/effort/operation/viewpoint.html
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28 会計検査院法第30条の3の規定に基づく報告

会計検査院（2017.04）「東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況等に関する会計
検査の結果について」 、49頁

29

前掲書
230頁

別図表5 補助事業等の所管別・事業別実施状況（平成23年度から27年度までの累計）

30 グループ（化）補助⾦

会計検査院（2017.04）「東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況等に関する会計
検査の結果について」 、160頁

31 津波・原子⼒災害被災地域雇用創出企業⽴地補助⾦
地域経済産業復興⽴地推進事業費（ふくしま⽴地支援）補助⾦

会計検査院（2017.04）「東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況等に関する会計
検査の結果について」 、166頁



32 事中評価（毎年10月報告） 33 8道県・業種別/資本⾦別 回答（2019.06調査）
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旅館･ホテル業

製造業
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売上（東北4県）

1割以下 1〜3割 3〜5割 5〜7割 7〜9割 変化なし 増加

東北4県補助⾦交付先 売上変化（震災前→2018.06）

東北経済産業局（2018.10.10）「グループ補助⾦交付先アンケート調査（中⼩企業等グループ
施設等復旧整備補助⾦）平成30年6月実施（東北4県版）」、 3頁
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東北4県補助⾦交付先 売上変化（震災前→2019.06）

東北経済産業局（2019.11.14）「グループ補助⾦交付先アンケート調査（中⼩企業等グループ
施設等復旧整備補助⾦）令和元年6月実施（東北4県版）」、 3頁
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1割以下 1〜3割 3〜5割 5〜7割 7〜9割 変化なし 増加

東北4県水産・⾷品加⼯業の売上変化

東北経済産業局（2019.11.14）「グループ補助⾦交付先アンケート調査（中⼩企業等グループ
施設等復旧整備補助⾦）令和元年6月実施（東北4県版）」、 10頁
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30⼈以上減少 10〜29⼈減少 5〜9⼈減少 1〜4⼈減少
変わらず 1〜4⼈増加 5⼈以上増加

東北4県補助⾦交付先 雇用変化（震災前→2018.06）

東北経済産業局（2018.10.10）「グループ補助⾦交付先アンケート調査（中⼩企業等グループ
施設等復旧整備補助⾦）平成30年6月実施（東北4県版）」、 2頁
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変わらず 1〜4⼈増加 5⼈以上増加

東北4県補助⾦交付先 雇用変化（震災前→2019.06）

東北経済産業局（2019.11.14）「グループ補助⾦交付先アンケート調査（中⼩企業等グループ
施設等復旧整備補助⾦）令和元年6月実施（東北4県版）」、 2頁

43 ⾏政事業レビュー



44 45 http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat8/sub-cat8-3/review_h29/rs29/22_keisan_setumei.pdf

46 47 震災復興研究センター（2011.04〜）



48 『震災復興企業実態調査』の概要
調査目的
被災地における企業活動・復興状況を
できるだけ詳細に把握・記録する。

 ポイント① 企業活動を包括的に把握
（ヒト、モノ、カネ）

 ポイント② 復興状況を広域的（岩
手、宮城、福島、八⼾）に把握。沿岸
部のみならず内陸にある企業も調査

 ポイント③ 復興状況を産業横断的に
把握（ただし、農業、漁業については
会社法⼈のみ。）

 ポイント④ 復興状況を継続的に把握
（出来るだけ⻑期（５年超）に毎年1回
調査実施の予定。2012年度〜）

49 調査方法・実施概要
実施主体：東北大学経済学研究科・震災復興研究センター
対象企業：
被災地（岩手県・宮城県・福島県・八⼾市）に本社を持つ企業5.6万社
（大企業から零細企業まで含む、但し、⾦融業、非営利企業、ＮＰＯ法
⼈等については除く。21年度経済センサス・企業総数は28万社）

対象企業数： 3万社（2012.07、2013.08）
1.1万社（2014.08、2015.10：2012・13で何れかに回答）

調査形態：アンケート調査（調査票・インターネット併用）
回答企業：2013年度 6948社 （回収率23.2%）

追跡調査対象企業3020社（43.1%）←パネル調査
新規調査対象企業3928社（17.1%）
2014年度 5748社 （回収率52.5%、2014.10末暫定集計）
2015年度 4116社 （回収率39.0%、追加回収中、暫定値）

50 追跡調査対象・企業パネル（2014.08〜）

⻄⼭・増⽥・大澤（2014）「被災地企業の復興状況」、地域産業復興調査研究プロジェクト『東日本大
震災復興研究Ⅲ：震災復興政策の検証と新産業創出への提⾔』、河北新報出版センター、16-32頁

51 調査対象企業の分布（被害規模と震度）
実施主体：東北大学経済学研究科・震災復興研究センター
対象企業：
被災地（岩手県・宮城県・福島県・八⼾市）に本社を持つ企業5.6万社
（大企業から零細企業まで含む、但し、⾦融業、非営利企業、ＮＰＯ法
⼈等については除く。21年度経済センサス・企業総数は28万社）

対象企業数： 3万社（2012.07、2013.08）
1.1万社（2014.08、2015.10：2012・13で何れかに回答）

調査形態：アンケート調査（調査票・インターネット併用）
回答企業：2013年度 6948社 （回収率23.2%）

追跡調査対象企業3020社（43.1%）←パネル調査
新規調査対象企業3928社（17.1%）
2014年度 5748社 （回収率52.5%、2014.10末暫定集計）
2015年度 4116社 （回収率39.0%、追加回収中、暫定値）



52 産業別・復興状況（業況感）
建設業と不動産業の業況感が減退（非常に良い＝５、非常に悪い＝１）
⼩売・卸売業は、震災以降、一貫して景況感が悪化
製造、情報・運輸の業況感が回復（2014年までは、産業間格差が大）
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不動産業
サービス業
全産業

53 地域別・復興状況（正規従業員の過不⾜感）
全ての地域で、正規従業員の不⾜感が拡大（ 3:適正→ 2:不⾜ 側へ）
沿岸部で不⾜感が強い（岩手県沿岸部で部分回復？）
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⻘森県⼋⼾市
岩手県沿岸部 岩手県内陸部
宮城県沿岸部 宮城県内陸部
福島県浜通り 福島県中通り

過剰=5点、やや過剰=4点、適正=3点、
やや不⾜=2点、不⾜=1点、として指標化

-○-福島県会津

54 グループ補助⾦の利用割合と利用企業での復旧状況

被害あり 被害なし 無回答 合計
グループ補助⾦の利用なし 441 74 24 539

52.4% 88.1% 66.7% 56.1%
グループ補助⾦の利用あり 400 10 12 422

47.6% 11.9% 33.3% 43.9%

復
旧
状
況

当初想定以上に復旧できた 43 2 1 46
10.8% 20.0% 8.3% 10.9%

当初想定通りに復旧できた 196 4 6 206
49.0% 40.0% 50.0% 48.8%

当初想定を下回るが復旧できた 147 3 4 154
36.8% 30.0% 33.3% 36.5%

復旧に貢献なし 14 1 1 16
3.5% 10.0% 8.3% 3.8%

全体 841 84 36 961
100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

注：上段数字は企業数、下段％は構成比 出所：植杉・石瀬・中島他（2016）、51頁

55 市町村別・事業未再開率（％）



56 復興支援策の効果
「支援あり」と「支援なし」の企業で、「事業活動水準」の変化を比較
一般化線形混合モデル

Ln 事業活動水準it ＝ｆ （被害率i, 支援の有無it）
+ 産業it + 規模it + 地域it  + 企業i + eit

産業、規模、地域をコントロールした事業活動水準
検討する支援：グループ補助⾦、利子補給…
費用対効果の検討は今後の課題：事業活動促進／財政支出
Yuzuru Isoda, Satoru Masuda, Shin-Ichi Nishiyama（2019） Effects of Post-Disaster Aid 

Measures to Firms: Evidence from Tohoku University Earthquake Recovery Firm Survey 

2012–2015, Journal of Disaster Research 14(8), p. 1030-1046（オープンアクセス）
出版社に登録後、ダウンロード可→ https://www.fujipress.jp/jdr/dr/

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jdr/14/8/14_1030/_article/-char/ja/

磯⽥弦（2018）「震災復興企業実態調査からみる企業の復興過程と⽀援策の効果：
産業・規模・地域」、みやぎボイス2018・テーブルC「被災地経済と新たな産業⽴地・集
積の可能性」、プレゼン資料（未定稿）、2018.09.02、せんだいメディアテーク（仙台市）

57 事業活動水準（対数）の市町村別平均値

2012年は震災前よりも低調 -0.093（概ね9%減）
2013年から主に内陸部で復興特需が出現 0.032（震災前の+3%）
2014年には沿岸部でも回復がみられる 0.027
2015年 0.036

全域平均値
0に近い場合、近似的に変化率に相当

58 支援の有無による復興状況（事業活動水準）

20% 

Damage

Interest supplement

SME’s Group Subsidy

被害率20%

＋復興特区支援利子補給⾦

59



60 61

62

グループ補助⾦の一般政策化と課題

適用災害の範囲：激甚災害法

63 熊本地震（2016.4）、⻄日本豪⾬（2018.7）、胆振東部地震（2018.9）…

熊本地震（2016.04.14）第１回交付からの実績（中⼩企業庁（2019.07.31））
 熊本県（計28回）：503グループ、1,379億円（うち国費919億円）
 大分県（計15回）： 16グループ、 31億円（うち国費 21億円）

https://www.meti.go.jp/press/2019/07/20190731005/20190731005.html

平成30年7月豪雨（2018.6.28-7.08）：施設復旧費用の3/4、または 1/2）
 毎月末を締切予定 例えば、初回では（中⼩企業庁（2019.01.18））
岡⼭・広島・愛媛県：28グループ、12.7億円（うち国費 8.5億円）

 2019.02.28 68グループ、36.4億円（うち国費24.3億円）
 2019.07.31 39グループ、10.5億円（うち国費 7.0億円）

胆振東部地震（2018.9.6）は対象外：北海道経済産業局「過去の災害
と比べて被害額が⼩さく、全国に及ぶ影響も限られる」。農地・公共イ
ンフラは熊本地震並み、企業支援は限定的（日経新聞 2018.11.06）。
 代替策：既存補助⾦制度の補助率をアップ、申込期間の延⻑
 例えば「⼩規模事業者持続化補助⾦」では、厚真町・安平町・むか
わ町の3町に限り、上限額を従来比2倍の100万円に引き上げ



64

中⼩企業庁
平成30年7月
豪雨関連情報

65 愛媛県中⼩企業等グループ施設等復旧整備補助事業
https://www.pref.ehime.jp/keieishien/guru-puhozyo.html

66

中⼩企業庁
令和元年

台風19号他
関連情報
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68 69

70 71 東北経済産業局：令和元年台風19号



72 73

https://www.tohoku.meti.go.jp/koho/topics/earthquake/pdf/200626.pdf

74 75 制度改革：仙台弁護⼠会（2019.03.07）
東日本大震災から８年を迎えての震災復興支援に関する会⻑声明
５ ⽣業支援に関する課題
被災者の⽣業再建に資するものとして震災後に創設された，いわゆるグループ補助⾦は，

2018年12月末時点で，交付決定団体は4262件にのぼり，給付型制度として一定の評価
をしうるものであるが，補助率が100%でなく自己負担分につき，資⾦調達の問題が⽣じる。
この自己負担分を補うものとして，最⻑５年据え置きで，返済期間20年以内の無利⼦の
⾼度化スキーム貸付制度があり，貸付決定件数は，2018年末時点で426件に上った。…

このような状況の下，償還期限を迎えた⾼度化スキーム貸付資⾦を含む震災後の借入れ
の返還が困難となるケースが顕在化しつつある。

震災から８年を迎え，震災前の借入れではなく，震災後の借入れを原因として資⾦繰りに
窮する被災事業者が増加することは想像に難くない。

そこで，被災事業主が確実に⽣業再建し，雇用を維持・創出することで，地域経済全体の
復興を図るためには，震災後借入れについても柔軟かつ多様な⽀援策を講じるべきであ
る。当会としては，被災事業主が復旧・復興し，事業を継続・発展できるよう法律相談に
応じるとともに，新たな⽀援制度や既存制度の運用改善等の提⾔を検討する所存である


